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用 語 解 説用 語 解 説用 語 解 説用 語 解 説

委託訓練 職業能力開発促進法第 条の の第 項に基づき、職業能力開発について一15 6 3

定の要件を満たすと認められた専門学校等の民間施設に、公共の職業訓練の実施

を委託して行うもの。

受講指示 公共職業安定所長による求職者に対する職業安定法に基づく職業訓練の受講

の指示。

職業安定法第 条(公共職業訓練のあつせん) 公共職業安定所は、求職者に対（ 19

し、公共職業能力開発施設の行う職業訓練(職業能力開発総合大学校の行うものを

含む。)を受けることについてあつせんを行うものとする。

職業訓練 労働者に対して職業に必要な技能を習得させ、又は向上させるために行う訓

練。国や地方公共団体が行う公共職業訓練と事業主や事業主団体等が行う認定

職業訓練がある。公共職業訓練は、民間の専門学校等に委託して行う場合もあ

る。内容は職種に応じてさまざまなコースがその技能程度と訓練期間によって

設定される。普通職業訓練または高度職業訓練の長期間または短期間コースが

ある。数週間の速成訓練コースも行われている。

職業指導 公共職業安定所が求職者に対して、就職を容易にするために職業に関する知

識、技能の付与、情報提供を行うこと。

（第 条 (求職者に対する指導)職業紹介機関は、求職者に対して、雇用情報、職13

業に関する調査研究の成果等を提供し、かつ、これに基づき職種、就職地その他の

、 、 、 、求職の内容 必要な技能等について指導することにより 求職者がその適性 能力

経験、技能の程度等にふさわしい職業を選択することを促進し、もつて職業選択の

自由が積極的に生かされるように努めなければならない ）。

職業発達 職業との関わりにおいて、人間が一定の方向に向かって成熟していくこと。

等の職業発達理論での定義は、生涯を通じて個人は地域、家庭、学Super,D.E.

校、職場といった周囲の場で果たす役割を変えながら、職業選択、職業適応と

いった事柄について職業的な成熟を遂げるとし、発達の程度は測定できるとし

ている。
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１１１１ 年齢別年齢別年齢別年齢別・・・・性別性別性別性別

第第第第１１１１回目回目回目回目

NA=2

年齢 男性 女性 計 年齢 男性 女性 計

22 0 1 1 54 2 3 5

23 1 2 3 55 3 1 4

24 0 5 5 56 2 2 4

25 0 4 4 57 1 1 2

26 1 3 4 58 2 1 3

27 0 7 7 59 6 1 7

28 1 1 2 60 5 2 7

29 0 5 5 61 1 1 2

30 0 4 4 63 1 1 2

31 0 3 3 64 1 0 1

32 0 3 3 42 92 134計

33 0 4 4

34 0 2 2

35 2 1 3

36 1 5 6

37 0 4 4

38 3 2 5

39 2 4 6

40 1 2 3

41 1 1 2

43 0 1 1

45 0 1 1

46 2 3 5

48 0 2 2

49 1 0 1

50 2 2 4

51 0 1 1

52 0 4 4

53 0 2 2
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第第第第２２２２回目回目回目回目

NA=3

年齢 男性 女性 計 年齢 男性 女性 計

22 1 3 4 58 2 1 3

23 0 3 3 59 4 0 4

24 0 4 4 60 7 2 9

25 1 3 4 61 1 1 2

26 0 5 5 63 1 0 1

27 1 2 3 64 1 0 1

28 0 3 3 37 82 119計

30 0 3 3

31 0 3 3

32 0 4 4

33 0 4 4

34 0 3 3

36 3 4 7

37 0 5 5

38 1 3 4

39 2 3 5

40 0 3 3

41 1 1 2

43 0 1 1

46 1 0 1

47 1 2 3

48 0 1 1

49 1 1 2

50 0 1 1

51 1 1 2

52 0 3 3

53 0 3 3

54 2 2 4

55 3 2 5

56 2 2 4
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２２２２ 年代別経験年数年代別経験年数年代別経験年数年代別経験年数

NA=2

３３３３ 年代別継続年数年代別継続年数年代別継続年数年代別継続年数

NA=5

１～3年未満 ３～５年未満 ５～10年未満 10年以上 　　　合計
20～29才 9 11 10 1 31
30～39才 0 8 15 17 40
40～49才 0 0 3 12 15
50～59才 0 0 4 32 36
60～64才 0 0 1 11 12
　　計 9 19 33 73 134

１～3年未満 ３～５年未満 ５～10年未満 10年以上 合計
20～29才 12 8 10 1 31
30～39才 2 8 18 11 39
40～49才 0 2 1 11 14
50～59才 0 0 7 28 35
60～64才 0 0 1 11 12
　　計 14 18 37 62 131
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